
■資料－２　　アンケート結果からの課題及び今後の方向性
	
	検 討 項 目
	期 待 成 果
	アンケート結果等からの課題
	今後の方向性

	１．支援体制の整備・強化


	（１）ワンストップサポートセンター整備事業


	ワンストップサポートセンターのサービス・運営方法・体制
	· 市や商工会議所に対する期待する分野としては、資金繰り、販路開拓、経営革新・経営改善に関する高いニーズがみられ、情報提供が必要。（問９、問14）
· 市、商工会議所ともに、企業支援に対して幅広い期待があることが確認された。（問９）
· 補助金や助成金の活用、公的融資制度の相談先としてまず取引先銀行、税理士・会計士への高いニーズがみられた。（問７）

· 補助金や助成金の活用、公的融資制度の実際の利用・相談機関としては、取引先の銀行に次いで、市、商工会議所となっている。但し、市、商工会議所の利用は２割程度にとどまっている（問８）

	○市と商工会議所の連携強化

　別添資料３参照
○補助金・助成金の情報提供は、市と商工会議所の双方でサービスできる体制とし、企業の利便性拡大を図る。また、産業支援情報サイトの導入を検討する。
○産業支援情報サイトでは、補助金・助成金等の情報に加えて関係機関の企業支援情報や市内企業のＰＲ情報も掲載する。

○金融機関、国、県などの関係機関との連携を強化する。

	
	
	ハード整備の基本的な枠組みの提示
	· 上述のソフト機能をより効果的に発揮するため、ハード整備による支援拠点が必要。
	○利用者のアクセスがしやすい場所への統合配置を含めて検討を加えていく。
※商工会議所のビジョンを踏まえ、短期・中期の視点でまとめていくことが必要。



	
	（２）インキュベーター施設の検討


	インキュベーター機能の成立可能性と導入イメージ
	· 既存工場団地内における作業・生産スペースに対するニーズが高い。（問11）
· 大学内や隣接場所のオフィス・作業スペースについては、中小・ベンチャー系企業からのニーズがみられた。（問11）
	○既存工場団地内における作業・生産スペースについては、現在の工業団地や工場跡地の空きスペース状況を踏まえ検討する。
○大学内や隣接場所のオフィス・作業スペースについては、創業支援だけでなく新分野進出などの第ニ創業の観点も踏まえて、検討する。
○インキュベーター機能については、今後、企業ヒアリングを踏まえて、規模、条件面、ワンストップセンターとの併設を検討していく。


	
	（３）各種コーディネーター・アドバイザーの設置
	①地域連携コーディネーター制度
②企業立地コーディネーター制度
③商店街振興アドバイザー制度　　など


	· 助成金、人材育成、経営革新・経営改善への高いニーズがみられ情報提供が必要。（問９、問14）
	○コーディネーターやアドバイザーについては、企業の要望に対応できるように専門分野の拡充を踏まえて、人材育成、経営革新に寄与する体制づくりを検討する。

	２．助成制度の充実

	（1） 新たな設備投資への助成支援


	①高齢者の就業環境の整備

②環境関連の設備投資　　　　など
	· 高齢者の作業環境は、“状況次第”で利用したいとするニーズが高い。（問14）

· 環境対策、省エネ対策設備の導入に対する補助の“すぐに”“近い将来”使いたいとするニーズが高い。（問14）
	○高齢者作業環境

高齢化社会に対応する職場環境の観点から、高齢者のための設備導入や事業所内の食堂、休憩室などの福利厚生施設の設置に対する支援を検討する。

○環境投資への支援

企業が行う太陽光発電、省エネ、省資源の設備、装置の導入や緑化の取組みに対する支援を検討する。


	
	（２）企業信用力向上への助成支援


	①ＢＣＰ（業務継続計画）

②プライバシーマーク、格付取得など
	· 災害やインフルエンザ等に対応した業務継続計画策定、耐震工事は、“状況次第”で利用したいとするニーズが高い。（問14）
· プラバシーマーク、企業格付、エコアクション２１に対するニーズは、“状況次第”で利用したいとするニーズが高い。（問14）
	○メニュー方式とするなどの幅広いニーズに対応できるような仕組みを検討する。また、耐震診断、プラバシーマーク、企業格付、エコアクション２１については、企業信用力による取引拡大の高まりから、積極的に取組んでいる企業に対しての支援を検討する。

	
	（３）その他


	①既存事業の拡充

②工業用地の整備促進　など
	· 拡張移転・設備投資については、引き続き需要が確認された。（問５）
	○企業立地・設備投資の奨励

市外からの誘致企業や市内企業の新増設に対する事業所税相当額の支援を検討する。また、工場新設や設備投資に対する支援の拡充を検討する。
○製品の市場調査や消費者モニター等マーケティングに対する支援を検討する。

○新規事業や既存事業を拡大するビジネスプランの支援を検討する。

○経営基盤の弱い零細・小規模事業者の事業資金を円滑に供給するための支援を検討する。
○工業用地の整備促進を検討する。


	３．その他
	（１）雇用の創出・マッチング
	①相談・研修等の体制強化
②若年者への支援（インターンシップ等）
	· 雇用・採用の助成・支援制度に対して高いニーズがみられた。（問14）
	○企業と労働者とのマッチングや雇用相談等の機会提供の拡充について検討する。

○若者への多様な就業体験の提供の啓発を検討する。
○地域の雇用を創出するため、各団体が実施する事業について、事業間の連携支援を検討する。


	
	（２）事業環境の拡充
	①春日井市での操業メリットの提供
②全庁的支援メニューの検討
	· 春日井市独自の操業メリットが期待されている。

· 企業の取組内容によっては全庁的な支援が必要
· 企業活動において、市民や地域社会の要請に応え、社会貢献や地域住民への配慮などの社会的責任（ＣＳＲ）が高まっている。


	○市内企業の多様なニーズに対応した支援施策を検討する。
○全庁的かつ弾力的な支援を検討する。

○企業が行う文化活動、地域コミュニティイベント、地域貢献活動に対する支援を検討する。
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